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１　業務名 

令和8年度宮の沢まちづくり推進業務 

 

２　一般事項 

（1）​　 この仕様書は、札幌市まちづくり政策局都市計画部地域計画課で実施する「令和8年

度宮の沢まちづくり推進業務」の委託に適用する。 

（２）　 受託者は、業務の目的を十分理解し、目的達成のために必要な人材を確保し、最高

の技術を発揮するよう、責任ある技術者を備えなければならない。 

（３）　 受託者は契約後速やかに、本業務実施に関する計画書を作成し提出すること。 

（４）　 成果品及び本業務において作成したイラスト、写真等（以下「成果品等」という。）の著

作権（著作権法第27条及び第28条の権利を含む。）は、委託者に帰属するものとする。

また、成果品等に関する著作人格権は行使できないものとする。ただし、従前より受託

者が保有しており、今回の業務遂行において活用するものについては、この限りではな

い。 

（５）　 業務遂行にあたっては、委託者と受託者の連絡を密にして作業を進めるとともに、協

議を行った際は速やかに協議録を作成し、委託者に提出すること。 

（６）　 業務遂行にあたり疑義が生じた場合は、委託者、受託者双方が協議してこれを処理

する。 

（７）　 業務の履行に関しては、本市の環境マネジメントシステムに準じ、環境負荷の低減に

努めること。また、使用する紙類等は極力環境に配慮したものとすること。 

（８）　 委託者が保有する資料で、業務の履行にあたり必要と認められるものについて、受託

者は、当該資料の借用を書面で申し入れることができるものとする。この場合において、

受託者は、貸与される資料等について借用書を提出しなければならない。また、受託者

は、業務が完了したときは、貸与された資料等について、ただちに返還するものとする。 

（９）　 委託者が提供する資料等を第三者に提供したり、目的以外に使用したりしてはならな

い。 

（10）　 受託者は、本業務の処理にあたり知り得た一切の事項について、他に漏らしてはなら

ず、目的外に使用しないこと。なお、この契約が終了し、又は解除された後においても、

同様とする。ただし、本業務の目的として対外的に公開した情報はこの限りではない。 

（11）　 委託者は、不可効力（感染症の流行、暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震、火災、暴動そ

の他の委託者又は受託者の責に帰することのできない自然的または人為的な現象をい

う。）により、業務を遂行することが困難になったとき、受託者に対して、契約の解除又は

期間を定めて業務の一部又は全部の停止を命ずることができる。 

(12)　 個人情報を取り扱う場合は、別記「個人情報の取扱いに関する特記事項」を厳守する

こと。 

(13) 　受託者は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴

力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴

力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しない者であること。 

(14) 　この仕様書に記載のない事項については、受託者は委託者と協議のうえ行うこととし、

本業務の主旨を十分踏まえ、また本業務の遂行に支障をきたさないよう協力するものと

する。 

 

 

 

 



３　業務の目的 

札幌市では、平成 28 年度に地域交流拠点等開発誘導事業を創設し、地域交流拠点 

等（以下、拠点という）において、民間の力を引き出しながら個別の都市開発による

建替え更新を促進し、その開発計画の内容をきめ細かく誘導・調整することで、質の

高い空間づくりを進めている。 

また、拠点のまちづくりを進める上では、各拠点の特性を踏まえたまちづくりを展 

開することが重要であり、地域課題やまちづくりの熟度に応じて、地域住民や開発事 

業者などとまちづくりの方向性を共有するための指針等を策定することとしている。 

宮の沢エリアでは、令和５年度より地域住民や地域の企業と意見を交えつつ、実証

実験を重ねて、宮の沢のまちづくりの考え方や地域の特性を整理し、これらに基づ

き、地域住民や事業者、行政等が連携してより魅力的なまちづくりを実現していくこ

とを目的として、令和８年７月に宮の沢まちづくり指針を策定した（参考資料１参

照）。 

当該指針ではまちづくりを推進するために、地域住民や事業者とまちづくりの考え

方を共有し、地域の機運を高め、宮の沢地区の魅力向上を図ることを目指しており、

今後は指針の作成過程で高まった機運を実際の行動へとつなげ、地域主体で持続的に

活動を展開していくための自主的な運営を支える仕組みづくりが重要となってくる。

以上のことを実現するためには、地域の住民や企業が連携して様々な実践や経験を重

ねていくことが必要不可欠であり、特にイベントの実施においては、企画・運営とい

う共通の目標に向かって地域の住民や企業が連携し、成功体験を共有することが、地

域内の強固なネットワーク形成や将来の担い手育成に直接的に寄与するものである。  

そこで本業務では、宮の沢エリアにおいて、策定した指針に基づき、地域の特性に

即した持続可能なまちづくりの推進体制を構築することを目的とする。 

 

４　業務の概要 

　　宮の沢エリアにおいて、令和７年度に実施したワークショップで提案された具体的

なプロジェクトのアイデアを地域主体で取り組み、イベントを実施する。あわせて、

継続的なイベントの実施や担い手不足など地域のまちづくりの課題解決に向けた検討

を進めながら、活動する人たちのつながりを深め、担い手の発掘・育成を図り、宮の

沢エリアの特性にあった持続的なまちづくりの推進を目指す。 

 

５　履行期間 

契約日から令和９年(2027年)３月19日まで 

 

６　業務の内容 

（1)イベントの企画運営・伴走支援（ワークショップ開催：計２回） 

令和７年度に開催したワークショップで提案された具体的なプロジェクトのアイデ

ア（参考資料２参照）の中から、受託者および札幌市が協議を行い、地域主体で実現

可能なイベントを選定する。選定したイベントを実施するため、以下の伴走支援を行

う。 

 ア　令和７年度に実施したワークショップによる既存のグループチャット等を活用

して、プロジェクトに参画するメンバーを募り、参画の意思を示した有志のメンバー

を中心に、オンライン会議ツール（例：Google Meet、teams）も併用しながら、打合

せを進めイベントを実施する。実施に向けた情報共有や連絡調整は、極力グループ

チャット等を活用する。 



 イ　メンバー間の連携やイベントの実現に向けた具体的な取組を支援するため、

ワークショップを１回開催する。なお、ワークショップに係る会場費および諸経費は

受託者が負担する。 

 ウ　イベントの実施後に、成果や課題をメンバー間で共有し、今後の活動の継続・

発展につなげるための振り返りワークショップを１回開催する。ただし、運営の進捗

状況により、必要に応じて「イ」のワークショップを２回開催した場合は、実施後の

振り返りをグループチャット等の活用による意見交換に変更することができるものと

する。​

​

(2)まちづくりの推進に向けた検討・推進案の作成 

宮の沢エリアにおける持続可能なまちづくりの推進に向けた体制の構築を検討する

ため、以下の業務を行う。 

 ア　札幌市が地域の企業や団体等に対して実施したヒアリング結果を基に、地域に

おける課題や役割分担、運営体制等を分析・整理する。 

 イ　地域が自立して長期的に運営を続けられるよう、宮の沢エリアの特性に即した

持続可能なまちづくりの推進案の整理・作成を行う。 

 

(3)協議・打ち合わせ 

本業務を円滑に進めるため、協議・打合せは、①業務着手時、②中間時（２回）、

③成果品納入時とする。 

 

 (4)報告書の作成 

調査・検討結果を取りまとめ、報告書を作成する。 

 

７　参考資料 

　　参考資料１：宮の沢まちづくり指針 

　　参考資料２：宮の沢ミライ☆ラボニュースレター 

 

８　成果品の提出 

　　業務報告書電子データ 

 

９　問い合わせ先 

　　〒060‐8611　札幌市中央区北1条西2丁目（札幌市役所5階北側） 

札幌市 まちづくり政策局 都市計画部 地域計画課 

担当：内藤、市橋　TEL：011-211-2545　　FAX：011-218-5113 



​別記​

​個人情報の取扱いに関する特記事項​

​（個人情報の保護に関する法令等の遵守）​

​第​​１​​条​​　​​受​​託​​者​​は、​​「個​​人​​情​​報​​の​​保​​護​​に​​関​​す​​る​​法​​律」​​（平​​成​​１​​５​​年​​法​​律​​第​​５​​７​​号。​​以​​下​ ​「個​​人​​情​​報​​保​

​護​​法」​​と​​い​​う。）、​​個​​人​​情​​報​​保​​護​​委​​員​​会​​が​​定​​め​​る​​「個​​人​​情​​報​​の​​保​​護​​に​​関​ ​す​​る​​法​​律​​に​​つ​​い​​て​​の​​事​

​務​​対​​応​​ガ​​イ​​ド​​（行​​政​​機​​関​​等​​向​​け）」​​（以​​下​​「事​​務​​対​​応​​ガ​​イ​​ド」​ ​と​​い​​う。）、​​「札​​幌​​市​​情​​報​​セ​​キュ​​リ​​ティ​

​ポリシー」等に基づき、この個人情報の取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）を​

​遵守しなければならない。​

​　（管理体制の整備）​

​第２条　受託者は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下同​

​じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その体制を維持しなければなら​

​ない。​

​　（管理責任者及び従業者）​

​第３条　受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、書面（当該書面に​

​記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により委託者に報告しなければな​

​らない。​

​２　受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場合の手続を定めな​

​ければならない。​

​３　受託者は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認を得​

​なければならない。​

​４　受託者は、従業者を変更する場合は、事前に書面により委託者に報告しなければならない。​

​５　保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなければならな​

​い。​

​６　従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならない。​

​　（取扱区域の特定）​

​第４条　受託者は、個人情報を実際に取り扱って事務を実施する区域（以下「取扱区域」という。）​

​を定め、業務の着手前に書面により委託者に報告しなければならない。​

​２　受託者は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認を得な​

​ければならない。​

​３　受託者は、委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持​

​ち出してはならない。​

​　（教育の実施）​

​第５条　受託者は、個人情報の保護、情報セキュリティに対する意識の向上、特記事項における​

​従業者が遵守すべき事項その他本委託等業務の適切な履行に必要な教育及び研修を、従業​

​者全員に対して実施しなければならない。​

​２　受託者は、前項の教育及び研修を実施するに当たり、実施計画を策定し、実施体制を確立し​

​なければならない。​

​　（守秘義務）​



​第６条　受託者は、本委託業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏らし​

​てはならない。​

​２　受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を​

​他に漏らさないようにしなければならない。​

​３　前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。​

​４　受託者は、本委託等業務に関わる保護管理者及び従業者に対して、秘密保持に関する誓約​

​書を提出させなければならない。​

​　（再委託）​

​第７条　受託者は、やむを得ない理由がある場合を除き、本委託等業務の一部を第三者へ委託​

​（以下「再委託」という。）してはならない。​

​２　受託者が再委託する場合には、あらかじめ委託者に申請し、委託者から書面により承諾を得な​

​ければならない。​

​３　受託者は、本委託等業務のうち、個人情報を取り扱う業務の再委託を申請する場合には、委託​

​者に対して次の事項を明確に記載した書面を提出しなければならない。 　​

​(1) 再委託先の名称​

​　(2) 再委託する理由​

​　(3) 再委託して処理する内容​

​　(4) 再委託先において取り扱う情報​

​　(5) 再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策​

​　(6) 再委託先に対する管理及び監督の方法​

​４　受託者は、前項の申請に係る書面を委託者に対して提出する場合には、再委託先が委託者​

​指定様式（本契約締結前に受託者が必要事項を記載して委託者に提出した様式をいう。）に必​

​要事項を記載した書類を添付するものとする。​

​５　委託者が第２項の規定による申請に承諾した場合には、受託者は、再委託先に対して本契約​

​に基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者に対して再委託先の全ての行為及びその結​

​果について責任を負うものとする。​

​６　委託者が第２項から第４項までの規定により、受託者に対して個人情報を取り扱う業務の再委​

​託を承諾した場合には、受託者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及び​

​監督の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。​

​７　前項に規定する場合において、受託者は、再委託先の履行状況を管理・監督するとともに、委​

​託者の求めに応じて、その管理・監督の状況を適宜報告しなければならない。​

​　（複写、複製の禁止）​

​第８条　受託者は、本委託等業務を処理するに当たって、委託者から提供された個人情報が記録​

​された資料等を、委託者の許諾を得ることなく複写し、又は複製してはならない。​

​　（派遣労働者等の利用時の措置）​

​第９条　受託者は、本委託等業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わ​

​せる場合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならな​

​い。​

​２　受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任​

​を負うものとする。​



​　（個人情報の管理）​

​第１０条　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を保持している間は、事務対応ガ​

​イドに定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の定めるところにより、当該個​

​人情報の管理を行わなければならない。​

​(1)​ ​個​​人​​情​​報​​を​​取​​り​​扱​​う​​事​​務、​​個​​人​​情​​報​​の​​範​​囲​​及​​び​​同​​事​​務​​に​​従​​事​​す​​る​​従​​業​​者​​を​​明​​確​​化​​し、​​取​​扱​​規​

​程等を策定すること。​

​(2)​ ​組​​織​​体​​制​​の​​整​​備、​​取​​扱​​規​​程​​等​​に​​基​​づ​​く​​運​​用、​​取​​扱​​状​​況​​を​​確​​認​​す​​る​​手​​段​​の​​整​​備、​​情​​報​​漏​​え​​い​

​等事案に対応する体制の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。​

​(3) 従業者の監督・教育を行うこと。​

​(4)​ ​取​​扱​​区​​域​​の​​管​​理、​​機​​器​​及​​び​​電​​子​​媒​​体​​等​​の​​盗​​難​​等​​の​​防​​止、​​電​​子​​媒​​体​​等​​の​​取​​扱​​い​​に​​お​​け​​る​​漏​​え​

​い等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄を行うこ と。​

​(5)​ ​ア​​ク​​セ​​ス​​制​​御、​​ア​​ク​​セ​​ス​​者​​の​​識​​別​​と​​認​​証、​​外​​部​​か​​ら​​の​​不​​正​​ア​​ク​​セ​​ス​​等​​の​​防​​止​​及​​び​​情​​報​​漏​​え​​い​​等​

​の防止を行うこと。​

​　（提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止）​

​第１１条　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報について、本委託等業務以外の​

​目的で利用し、又は第三者へ提供してはならない。​

​　（受渡し）​

​第​​１​​２​​条​​　​​受​​託​​者​​は、​​委​​託​​者​​と​​受​​託​​者​​と​​の​​間​​の​​個​​人​​情​​報​​の​​受​​渡​​し​​を​​行​​う​​場​​合​​に​​は、​​委​​託​ ​者​​が​​指​​定​

​した手段、日時及び場所で行うものとする。この場合において、委託者は、受託者に対して個​

​人情報の預り証の提出を求め、又は委託者が指定する方法による受渡し確認を行うものとす​

​る。​

​　（個人情報の返還、消去又は廃棄）​

​第１３条　受託者は、本委託等業務の終了時に、本委託等業務において利用する個人情報につ​

​いて、委託者の指定した方法により、返還、消去又は廃棄しなければならない。​

​２　受託者は、本委託等業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前に消​

​去又は廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を​

​書面により委託者に申請し、その承諾を得なければならない。​

​３​​　​​受​​託​​者​​は、​​個​​人​​情​​報​​の​​消​​去​​又​​は​​廃​​棄​​に​​際​​し​​委​​託​​者​​か​​ら​​立​​会​​い​​を​​求​​め​​ら​​れ​​た​​場​​合​​は、​​こ​​れ​​に​​応​

​じなければならない。​

​４​​　​​受​​託​​者​​は、​​前​​３​​項​​の​​規​​定​​に​​よ​​り​​個​​人​​情​​報​​を​​廃​​棄​​す​​る​​場​​合​​に​​は、​​当​​該​​個​​人​​情​​報​​が​​記​​録​ ​さ​​れ​​た​​電​

​磁​​的​​記​​録​​媒​​体​​の​​物​​理​​的​​な​​破​​壊​​そ​​の​​他​​当​​該​​個​​人​​情​​報​​を​​判​​読​​不​​可​​能​​と​​す​​る​​の​​に​​必​ ​要​​な​​措​​置​​を​​講​

​じなければならない。​

​５　受託者は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、委託者に対してその日時、担当者名​

​及び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなければならない。​

​　（定期報告及び緊急時報告）​

​第１４条　受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、​

​直ちに報告しなければならない。​

​２　受託者は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければな​

​らない。​



​　（監査及び調査）​

​第１５条　委託者は、本委託等業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必​

​要な措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受託者及び再委託者に対して、実​

​地の監査又は調査を行うことができる。​

​２　委託者は、前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、又は本委託等業務​

​の処理に関して必要な指示をすることができる。​

​　（事故時の対応）​

​第１６条　受託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故（個人情報保護法違反又​

​はそのおそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の発生に係る帰責の有無にか​

​かわらず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場​

​所、発生状況等を書面により報告し、委託者の指示に従わなければならない。​

​２　受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の関係者との連​

​絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するために、​

​緊急時対応計画を定めなければならない。​

​３　委託者は、本委託等業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じ​

​て当該事故に関する情報を公表することができる。​

​　（契約解除）​

​第１７条　委託者は、受託者が特記事項に定める業務を履行しない場合は、特記事項に関連する​

​委託等業務の全部又は一部を解除することができる。​

​２　受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、委託者に対し​

​て、その損害の賠償を請求することはできないものとする。​

​　（損害賠償）​

​第１８条　受託者の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履行しないことによって​

​委託者に対する損害を発生させた場合は、受託者は、委託者に対して、その損害を賠償しなけ​

​ればならない。​

​（注）委託事務の実態に即して、適宜必要な事項を追加し、又は不要な事項を省略することとす​

​る。​



参考資料１ 

 

ファイルの容量が大きく電子起案に添付できませんでしたので、お手数ですが以下のリンクより

ご確認ください。 

https://www.city.sapporo.jp/keikaku/kyoten/miyanosawa.html#shishin 

https://www.city.sapporo.jp/keikaku/kyoten/miyanosawa.html#shishin



